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「除くクレーム」における「除くクレーム」における
新規事項該当性新規事項該当性

第１　はじめに
特許実務において「除くクレーム」は、近年、注目

を集める請求項の記載手法の一つです。従来、特許
請求の範囲において特定の構成を除外する形式の記
載は限定的にしか認められてきませんでしたが、ソ
ルダーレジスト大合議判決以降、活用される場面が
増えてきました。特に、公知技術を回避しつつ自己

の発明の技術的意義を明確にするための手段として、
また無効審判や訴訟における補正・訂正の有効な手
段として、「除く」記載が多用される傾向にあります。

こうした状況を受けて、令和７年４月に特許庁か
ら以下のような「『除くクレーム』とする補正につい
て」という通知が発表されています。この通知は、補
正において「除くクレーム」を活用する場合における
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都道府県・市町村等の事項（役職・氏名）を収録。
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